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川端 寛文 

多地点で進める「たいしんだより」を軸とした減災まちづくりの展開と 

大工・建築士への系統的・継続的な教育働きかけによる木造住宅耐震改修の推進 

１．本研究の目的 

1.1 はじめに 

 本研究は 2022 年度、2023 年度に、京都大

学防災研究所地域防災実践型共同研究として、

名古屋工業大学高度防災工学研究センター客

員教授の川端を中心に巻末に掲げる会員名簿

のメンバーで取り組まれたものである。 
1.2 研究の目的 

 2024 年 1 月 1 日の能登半島地震では、多く

の耐震性のない木造住宅が倒壊し、多くの人的

被害を生じさせることとなった。これは、これ

までの地震被害で繰り返されてきたことであ

り、もし、住宅が耐震化されていたならば、被

害を大きく軽減させていたことは明らかであ

る。耐震性の低い住宅を耐震改修することは、

非常に重要な課題であるが、必要に対してなか

なか進んでいない現状がある。 
 本研究の参加者は、全国で各府県と連携して

安価な耐震改修技術の普及に取り組んでいる。

安価な耐震改修技術を駆使すれば、これまでの

半額程度で耐震改修が可能で、各府県の補助制

度も活用すれば、大きく所有者の金銭的負担を

減らした形で耐震改修が可能となる。 
安価な耐震改修による耐震改修を進めるた

めには、第 1 に、耐震改修を取りくむ大工・建

築士が安価な耐震改修技術を身に着けること、

第 2 に、所有者が耐震改修の必要性を知り、さ

らに、安価な耐震改修技術の存在、効果を知る

こと、第 3 に、単位自治体である市町村が安価

な耐震改修技術を軸とした、耐震改修の推進を

含む減災まちづくりを進め、所有者に積極的に

働きかけるようにすることなどが必要となる。 

研究代表者の川端は、市町村単位で、大工・

建築士が、安価な耐震改修技術を学び、相互に

連携を進める「市ぐるみ勉強会」の開催を進め

てきたが、これを、系統的にかつ継続的に展開

すると、市町の建築士や大工の技術水準がそろ

い、より広範に安価な耐震改修が取り組まれる

ことが見込まれると考えられた。また、耐震改

修を推進しする上で、地域における減災まちづ

くりの取組や市町村としての推進策が重要で

あることから、大工・建築士への取組に関係す

る形で市町村による所有者へ働きかけも不可

欠と考えられる。そこで、新しいアイデアであ

った「たいしんだより」の全戸配布を軸にした

市町村による減災まちづくりの取組を合わせ

て取り組むことを目指した。 
これらの目的で、大工・建築士への系統的教

育と「たいしんだより」を軸とした減災まちづ

くりの両方に取り組む市町村以外でも、今後の

展開も含めて、まずは「市ぐるみ勉強会」が可

能な場合は、それをまず実現することについて

も取り組むこととした。 

 

２．地区選定の概要 

 「たいしんだより」を軸とした減災まちづく

りと大工・建築士の系統的・継続的教育に取り

組んだのは、愛媛県松前町、石川県輪島市、三

重県志摩市、愛知県田原市の 4 市町である。そ

の他の地区は市ぐるみ勉強会の開催のみであ

る。 

2.1 4 地区の選定の経緯 

 松前町、志摩市については、共同研究の開

始以前に「市ぐるみ勉強会」開催予定が定め
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られていたので、その開催に合わせて自治体

に対して「たいしんだより」の配布や減災ま

ちづくり、大工・建築士への系統的・継続的

教育について協力要請をして快諾された。輪

島市については、石川県を通じて、打診した

が、石川県から珠洲市も含めた展開を養成さ

れ、両市に協力を要請することとなった。2 市

とも、その時点では了解となったが、その後

具体的に進める段階で、珠洲市での「たいし

んだより」の配布などが困難となり、さらに

珠洲市を中心とする地震発生などで、今回の

取組を実施することが困難になり、輪島市だ

けの実施となった。田原市に関しては、2019
年度から国の助成により、大工・建築士への

教育と減災まちづくりについて取り組んでお

り、2022 年度も、他の団体の助成で、たいし

んだよりの発行配布や大工・建築士の教育に

取り組んでいた。そこで、2023 年度のみ共同

研究として大工・建築士への教育、「たいしん

だより」の配布を含む減災まちづくりに取り

組むこととなった。 
2.2 市ぐるみ勉強会開催地区 

 それぞれの自治体からの要望に基づいて日

程調整を行い、開催した。 

2023年 1月 23日 福井県越前市 

2023年 2月 9日 愛媛県内子町 

2023年 6月 27日 愛媛県久万高原町 

2023年 6月 28日 愛媛県内子町 

2023年 6月 29日 愛媛県八幡浜市 

2023年 10月 17日 群馬県安中市・富岡市 

2023年 10月 18日 群馬県渋川市 

 

３．愛媛県松前町での取り組み 

 2022 年 5 月 20 日に松前町役場で「市ぐ

るみ勉強会の開催が決まっていたため、そ

の前に、町にたいしんだよりの配布など減

災まちづくりの展開などを依頼し、快諾を

得た。 

 松前町には、木造住宅の耐震改修の推進

を目的とした松前町建築協会が組織されて

いて、松前町の耐震改修の推進を担ってい

た。同協会と松前町は 10 数年前に、耐震改

修推進の先進地で、大工が中心となって戸

別訪問を実施していた愛知県吉良町（現在

は西尾市に合併）を視察しており、その後、

毎年計画的に耐震改修推進の戸別訪問を実

施していた。そのこともあって、松前町は

愛媛県内では木造住宅の耐震改修の実績が

多い自治体であった。 

3.1 2022 年度の取り組み 

① 5 月 20 日安価な耐震改修技術に関する

町ぐるみ勉強会 

 勉強会の前に、メールでは依頼していた

が、正式に共同研究の対象自治体となって、

たいしんだよりの配布や建築士大工の系統

的教育に協力してほしい旨の申し入れを行

った。この件については、町長も面会して

くれて、快諾された。 

 勉強会は、松前町で活動する建築士と大

工が参加し、NHK からの取材もあり、その日

のテレビの愛媛県版で報道された。 

 また、参加者のほとんどが参加する懇親

会が開かれ、特に大工、工務店経営者から、

今までは耐震改修に取り組んでこなかった

が、今後は取り組んでゆきたいというよう

な意見が多く出された。 

 

 
写真１ 5 月 20 日の愛媛県松前町での

町ぐるみ勉強会 
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② 町の関係各課及び松前町建築協議会と

の打ち合わせ 

 共同研究において、松前町が取り組むべ

き事業について、それぞれのニーズを引き

出すため打ち合わせを行った。 

 町の関係各課との打ち合わせでは、 

町社会福祉協議会から２つの防災に関する

講演会の依頼があり、社会教育課から小学

生から高校生までのボランティアが 132 名

登録されており、それらに対する取り組み

をしたいとの要望があったため、愛知県青

少年啓発事業の教材によるストローハウス

制作などが可能である旨を伝えた。 

松前町建築協議会との打ち合わせでは、

町から、5月 20 日の成果で耐震診断と耐震

改修補助事業について 9 月議会で補正増を

行った旨の報告があり、協議会からは、愛

媛県の建築士が多く使っているソフトの

「耐震チェック」とこちらが進める「達人

診断」の使い勝手や信頼性についての報告

や議論があり、とりあえず、「達人診断」に

ついて学んでみようということになった。

また、小学生などへの防災教育についても

協力してゆくことが確認された。 

③ 12 月 8 日達人診断による設計演習 

 共同研究のメンバーである成田氏が講師

となり，達人診断の使い方、耐震診断の入

力の仕方などの講習を行った。この講習後

の懇親会で、参加者の 1 人から「雨樋の劣

化について、減点を解消するには、ペンキ

を塗るしかないが、これがどう耐震性の向

上に繋がるのか？」といった質問が出され、

「それは、一般診断による耐震改修設計の

弱点で、乗り越えるには、精密診断を採用

する以外にない。」と答えたのをきっかけに、

精密診断の勉強会の実施がきまった。 

 

 

④ 松前町内のいきいきサロン世話人と松

前町の社会福祉法人で組織される社会

福祉法人会に対する減災まちづくり講

演会 

それぞれ 2 時間程度で、川端が行った。安

価な耐震改修技術や家具固定の話に加えて、

川端がかかわった、愛知県半田市岩滑区の

安住のまちづくりなども含めて講演した。 

⑤ 1 月 30 日精密診断講習会 

共同研究メンバーの成田が講師を務め実施

した。この講習を通じて、松前町で耐震改

修を設計している主要メンバーが精密診断

による耐震改修設計の優位性に気づき、そ

の後の協議を踏まえて、2023 年度から松前

町における耐震改修設計は精密診断による

ことになった。これは松前町建築協議会が

松前町の耐震改修補助事業の設計チェック

を行っていることと、松前町の耐震改修設

計の大部分をメンバーが担っているという

条件があると考えられるが、今後の自治体

のあり方として注目される。 

3.2 2023 年度の取り組み  

① 伊予高校生とのワークショップ 

 2023 年度になり、伊予高校生が小学生や

外国人に対して防災の働きかけがしたいと

いう申し入れで、6月 13 日に川端が愛知県

に在職時代に関わった「耐震まちづくり青

 
写真２ 講師講習会 ストローハウスの

作成実習 
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少年啓発事業」の教材を使った、講師養成

講習会を実施した。これは、児童用のテキ

ストとそれに対応したパワーポイント教材

を使って児童にわかり易く耐震の必要性な

どを教えることと、演習としてストローハ

ウスを児童が作ることにより、たいしんの

必要性や原理を理解させようとするもので、

講習には松前町建築協議会のメンバーも協

力した。 

 これを踏まえて、8月 4日に、高校生を講

師とするストローハウスワークショップが

開催された。さらに 2024年 2 月 19日に松

前町建築協議会の協力で松前小学校放課後

児童クラブで自動 69 人が参加してストロ

ーハウスづくりが取り組まれている。松前

町においてはストローハウスの作成などの

児童に対する働きかけがほぼ定着したこと

がうかがえる。 

 また、9月 6日には、松前町が管理する空

家を活用して、伊予高校生に対して、ＤＩ

Ｙで、耐震改修を実践してみるワークショ

ップを実施した。最初に川端が紙芝居で木

造住宅耐震改修の仕組みなどを解説し、そ

の後、金物の取り付けや合板の取り付けな

どを大工の指導で高校生が自ら実践した。 

 空家を活用すると、これまで、大工や建

築士向けに行っていた技術講習を、高校生

や市民に向けて行うことも可能になると考

えられ、可能性を広げることが確認できた。 

② 松前町建築協議会メンバーを対象とし

た市ぐるみ勉強会 

 6 月 30 日と 12 月 4 日に、他とは別メニ

ューで伝統構法住宅の耐震改修と精密診断

のおさらいについてそれぞれ開催した。松

前町では既に全体が精密診断に達している

ので、その点を考慮したものである。 

3.3 たいしんだよりの配布 

 松前町では、当初から町内全域でたいし

んだよりの配布を行った。2022年度は10月

～3 月まで実施し、2023 年度は、後半のコ

ラムは松前町及び松前町建築協議会で執筆

することとなった。また、2023 年 11 月号か

ら松前町の広報に掲載することとなった。 

 
写真３ 8 月 4 日開催のストローハウス

ワークショップ（教材のパワーポイント

の最終画面が映っている。） 

 
写真４ 耐震改修ＤＹＩワークショップ

１（紙芝居による耐震改修の概論講義） 

 
写真５ 耐震改修ＤＹＩワークショップ

２（大工の指導による金物の取り付け） 
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3.4 松前町のまとめ 

 松前町は、耐震改修を推進するための組

織である松前町建築協会が存在し、耐震改

修技術だけではなく、児童に対する啓発技

術も学び実践してもらう展開となった。も

ともと、建築士の技術水準が高く、耐震改

修費用も安かったことから、統計的数字で

は精密診断による価格の低下が読み取れな

いが、当事者である建築士からは、精密診

断にして耐震改修設計が大分やりやすくな

った言う感想は聞くことが出来た。松前町

では、能登半島地震などを踏まえて、戸別

訪問などの啓発活動も続けられており、今

後の展開も期待される。 

 

４．三重県志摩市での取り組み 

 2021年度に企画されていた市ぐるみ勉強

会が延期されて、2022 年度の 7 月 15 日に

開催された。それに合わせてたいしんだよ

りの配布などを申し入れ、了承された。配

布地区は阿児町立神地区と大王町波切地区

であった。志摩市における、建築士・大工に

よる新しい取組や、地域における減災まち

づくりの展開を目指して建築士・大工との

懇談会と地元自治会長との懇談会を依頼し

実現した。建築士大工との懇談会では、こ

れまで伝統構法の住宅で限界耐力計算によ

る耐震改修を実施したこと、その際、三重

県の耐震改修設計の審査制度で苦労したこ

と、安価な耐震改修技術には期待している

ことなどが話された。自治会長との懇談は、

翌年度の大王町防災会議での講演に結び付

いた。 

 2023年度の第 2回目の市ぐるみ勉強会で

は、精密診断による耐震改修の優位性など

を説明したが、参加者から、三重県木造住

宅耐震改修推進協議会の審査がある以上、

実施が困難であるとの感想があり、参加の

大工からも、「まずは上で解決してほしい。」

といった発言があった。 

 この点について、川端が三重県に対して

申し入れを行い、さらに三重県木造住宅耐

震推進協議会との意見交換も行うことが出

来た。 

結果として、志摩市で県要綱を基にした

別の仕組みを作ることについて、容認する

とのことなので、2024年度に志摩市での仕

組み作りを進めることとなった。 

 志摩市では、講習会の設定について、関

係団体と調整しながら進めており、年単位

のスケジュールで進められているが、回を

重ねる中で、建築士や大工のニーズに対応

した展開になりつつあると考えられる。今

後、安価な耐震改修技術を基にした建築士、

大工の連携、減災まちづくりの展開などが

期待される。 

 

５．石川県輪島市での取り組み 

 2022 年度は、たいしんだよりの配布を 10

月に開始し、3月まで続けたが、建築士大工

に対する教育は実施されなかった。2023 年

度に入り、午前中に講習会を実施するパター

ンが定着し、3回の精密診断による耐震改修

設計に関する講習会を実施した。輪島市で耐

震改修に携わる建築士 7名に対して、系統的

な教育が実現できた。開始時には、Ｗｅｅし

 
写真６ 7 月 15 日志摩市市ぐるみ勉強会 
 



6 
 

か使ったことのない建築士が 2名いたが、そ

のような人も含めて、全員が達人診断ソフト

を使い精密診断で耐震改修設計ができるこ

とが確認できた。 

 次年度は、さらに進めて、玉石基礎の輪島

型の伝統木造住宅の耐震改修方法を皆で考

えてゆくということを 2023 年末に話し合っ

ていたが、能登半島地震が発生し、2023 年度

のたいしんだよりの配布も含めて中断する

こととなった。 

 輪島市の建築士の身に着けた技術は、復興

にも役立つと考えられ、今後さらに取組を進

めることになる。 

 

６．愛知県田原市での取り組み 

 田原市では、2019年度に国の助成で、市内の

けんちくし・大工に対する系統的な教育と一つ

の小学校区で、減災まちづくりを展開する事業

を実施し、2022 年度にも一般財団法人ハウジ

ングアンドコミュニティ財団の助成を得て、田

原市特有の伝統構法の住宅の耐震改修方法の

確立と普及などを取りくんできていた。2023

年度は、共同研究として、建築士に対しては精

密診断にによる耐震改修設計が出来るように

なること、大工に関しては、大工の参入を増や

すための取組、さらに、4 小学校区について、

減災まちづくりを展開することなどを目指し

た。 

最初に、4 区の校区長に対し減災まちづくり

の推進やたいしんだよりの配布などを直接面

談で依頼した。4 小学校区ともたいしんだより

の配布を行い、2 小学校について市民向けの講

演会を実施した。 

建築士向けには、8 月 25 日に精密診断によ

る耐震改修設計を開催したが、参加者から、達

人診断による入力ができないと実際に設計が

出来ないという、意見があり、再度、12月 15

日に達人診断の入力の実習を含む講習を実施

した。2 回の講習で理解が進んだという意見が

多くあった。 

9 月 25 日に大工向けの講習を開催した。大

工に安価な耐震改修技術の存在を知らせ、耐震

改修工事への参入を促す内容である。 

また、1 月 18 日に、福江校区で耐震改修中

の住宅について専門家向けの見学会を実施し

た。  

 

７．その他の地区における市ぐるみ勉強会 

 2022 年度は、福井県越前市、愛媛県内子町

で開催し、2023 年度は愛媛県、久万高原町、

内子町、八幡浜市、と群馬県富岡市・安中市、

渋川市で開催した。いずれも、川端の導入講

座と、達人塾のビデオ講習を内容としている。 

 
写真７ 輪島市の市ぐるみ勉強会 

 

 
写真８ 耐震改修工事見学会 
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８．まとめ 

 2022年度 2023年度の 2年間で、建築士・大

工への系統的教育と、たいしんだよりによる最

終需要者に対する、安価な耐震改修技術の普及

などを目指した。たいしんだよりを配布した市

町は、自治体としてこの事業に取り組もうとす

る姿勢が出来ることによって、系統的教育でも

成果があったと考えられる。自治体ごとで、対

象となる建築士や大工の総数が確定すると、そ

の後の展開が飛躍的なると考えられる。輪島市、

田原市で、精密診断の勉強会から、再度、達人

診断の入力方法の演習に戻って、出来る人も出

来ない人も一緒に学び直したことが、全体の底

上げに効いたと考えられる。自治体全体で、建

築士の全員が精密診断による耐震改修設計を

マスターするような枠組みが重要である。高知

県では、耐震改修設計補助の導入時から、耐震

改修設計を精密診断に限っていることが、爆発

的展開の一つの要因となっていると考えられ、

今後の展開が期待される。 

 4市町以外の市ぐるみ勉強会も、回を重ねる

と、建築士全員が精密診断による耐震改修技術

をマスターする段階に達することも期待でき

るが、その場合、行政も目的意識も重要である

と考えられる。 

 今回の取組を通じて、多くの自治体で、参加

するすべての建築士が精密診断による耐震改

修設計技術を身に着けるという、ゴールがほぼ

見えてきたことも、今回の取組の大きな成果と

考えられる。 

 

※参考資料 

以下、共同研究の会員名簿と、この取り組みで配布し

た「たいしんだより」を添付する。 

  

 
写真９ 越前市の市ぐるみ勉強会 

 
写真 10 渋川市の市ぐるみ勉強会 
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